
平成 23 年 5 月 13 日 

各 位 

 

会 社 名 株 式 会 社 Ｔ Ｔ Ｋ 

代表者名 代表取締役社長 土肥 幹夫 

（コード番号 1935  東証第二部） 

問合せ先 常務取締役   数 藤  崇 

（TEL 022-297-5161） 

 

ＴＴＫグループ「第 3次中期経営計画」（平成 23 年度～平成 25 年度）に関するお知らせ 

 

 

 このたびの「東日本大震災」により被害を受けられました皆様に、心よりお見舞い申し

上げます。 

 当社グループでは、地震発生直後から社長を本部長とする災害対策本部を立ち上げ、情

報通信事業者等と連携の下、情報通信設備の早期復旧に全力を上げて取り組んでおります

が、本格復旧・復興には多くの年月がかかるものと考えております。 

 さて、当社は、平成 18 年度を初年度とする「第 2次中期経営計画」を策定し、東北地域

の光ブロードバンドネットワーク・移動体通信基盤の構築等に精力的に取り組むとともに、

“ＴＴＫグループ事業運営体制の刷新”による効率的な業務運営体制を展開してまいりま

した。その結果、平成 19 年度のＮＴＴ光ファイバ普及目標の下方修正や平成 20 年度のリ

ーマンショックによる経済不況のため、中期経営計画の見直し等の影響を受けたものの、

地方自治体の地域情報化基盤整備工事の受注拡大等により、概ね計画を達成することが出

来ました。 

 今後は、被災地の情報通信設備の復旧・復興を最重点課題として取組むとともに、従来

のエンジニアリング事業に加え、東北のほぼ全域に整備されたブロードバンド情報通信基

盤を活用するＩＣＴサービスの普及拡大に向けたＩＰ・ソリューション事業の強化や環境

ビジネス分野の事業拡大を中核とした、「第 3次中期経営計画」を策定し、推進していくこ

ととしますので、下記の通りお知らせします。 

 

 

記 

 

１．「第 3次中期経営計画」策定の事業環境と概要 

 

 平成 23 年 3 月 11 日に発生した「東日本大震災」では、東北地域の情報通信設備が

未曾有の被害を受けました。当社グループにおいても、事業所の流出や社員が犠牲に

なる等少なからぬ被害がありましたが、当社は東北が主たる事業エリアであることか



ら、被災地における情報通信設備の早期復旧・復興を最重点課題として、全社一丸と

なって取り組みます。 

 加えて、今後、整備された情報通信基盤による高速インターネットサービスの普及

拡大のほか、スマートフォンやクラウド型システム等の新たな情報通信サービスの展

開、放送と通信の融合、地域でのＩＣＴ利活用の推進拡大等が成長市場として大きく

期待され、情報通信基盤の「構築の時代」から「サービス創造の時代」へシフトする

と考えられます。 

 このような中、当社グループは従来の情報通信設備エンジニアリング事業に加え、

ＩＰ・ソリューション事業の受注拡大に向け、技術力向上や体制整備など組織の強化

を図ってまいります。具体的には宮城県を中核とした「開拓型営業」組織を東北全県

に拡大し、地域に密着した事業展開を推進していきます。また、モバイル事業におい

ては次世代携帯電話関連工事等の受注拡大を図る一方、各県域に工事・保守拠点を配

置し、東北全域での効率的な工事体制を構築します。 

 当社は、東北の情報通信設備を構築してきた実績をベースとして、被災地の本格復

旧・復興に全力をあげるとともに、業務の効率化を更に徹底し、売上と利益の最大化

を図り、お客様から信頼され満足されるパートナーとして、なお一層、企業価値、株

主価値の向上に努めてまいります。 

 

 

２．スローガン 

 

 以下のスローガンを掲げ、目標達成に向けて取り組んでまいります。 

  

   第 3 次中期経営計画 スローガン 

 

  “安全・安心を支える『情報通信基盤の整備・復興』と 

         信頼される『ＩＣＴエンジニアリング＆ソリューション事業の展開』” 

 

 

３．事業戦略の重点項目 

 

 (1) 震災被災地の情報通信設備の復旧・復興 

 「東日本大震災」により、東北地域の情報通信設備が甚大な被害を受けたこと

から、情報通信事業者等と連携し被災地の情報通信設備の復旧・復興を最重点課

題として取り組みます。 

 

 (2) ＩＰ・ソリューション事業の拡大 

 東北のほぼ全域に整備されたブロードバンド情報通信基盤を活用した自治体向



け住民サービス（ＩＰ告知システム等）等のＩＣＴサービスの普及拡大に貢献し、

ＩＰ・ソリューション事業の拡大を図ります。 

 

 (3) 「開拓型営業」組織の新設及び東北全県への展開 

 「開拓型営業」組織として、コミュニティ事業本部に「ソリューション営業部」

を新設し、営業活動エリアを東北全県に拡大して地域に密着した事業展開を推進

します。 

 

 (4) モバイル事業の売上拡大及び効率的工事体制の構築 

 東北及び首都圏の移動体通信事業者からの受注拡大を図り、各県域に工事・保

守拠点を配置し、東北全域での効率的な工事体制を構築します。 

 

 (5) 環境ビジネス分野の売上拡大 

 太陽光発電システム関連工事や防風雪フェンス等の環境ビジネス分野の営業・

施工体制を強化し売上拡大を図ります。 

 

 (6) 業務運営体制の徹底した効率化と成長分野への事業強化の推進 

 被災地の情報通信設備の復旧・復興体制を維持しつつ、業務運営体制の徹底し

た効率化を図り、人材等の経営リソースを、ＩＰ・ソリューション事業やモバイ

ル事業に再配分する等、今後の成長分野への事業強化を推進します。 

 

 (7) 技術力の維持向上とＩＰ・ソリューション事業の拡大を見据えた人材育成・活用 

 既存設備系技術者のマルチスキル化を図るとともに、ＩＰ・ソリューションに

関するお客様への営業・提案対応等が出来る人材を育成し、より一層の充実を図

ります。 

 

 

４．財務戦略 

 

 株主の皆様に対する適切な利益還元を重視するとともに、現在の経営環境を勘案し、

将来の事業拡大や設備投資等の中長期的な資金需要の可能性に備えることが収益力・

競争力の維持強化に必要であることから、「適切な株主還元と必要かつ十分な内部留

保」をバランスよく実施することを利益配分の基本方針とします。 

 具体的には、平成 23 年度から平成 25 年度におきましては、経営環境の変化等によ

り短中期的な資金需要の不足が発生する場合を除き、配当性向 50%以上（但し、1株当

たり 10 円を下回らない）を目標とします。 

 

 



 ５．達成すべき数値目標 

 

 達成すべき数値目標については、震災被災地に関する復旧・復興計画（本格復旧

の時期・方針及び復興方針等）が、具体化され次第、別途発表いたします。 

 

 

以上 

 



「ＴＴＫグループ第３次中期経営計画」（平成23年度～平成25年度）の骨子【別紙】

スローガン “安全・安心を支える『情報通信基盤の整備・復興』と

信頼される『ＩＣＴエンジニアリング＆ソリューション事業の展開』”

ＴＴＫ

通信事業者
サービス
利用者

ワンストップ
エンジニアリング＆ソリューション

両者をつなぐパートナー

【事業戦略の重点項目】

７．技術力の維持向上と
ＩＰ・ソリューション事業の拡大を見据えた人材育成・活用

７．技術力の維持向上と
ＩＰ・ソリューション事業の拡大を見据えた人材育成・活用

１．震災被災地の情報通信設備の復旧・復興１．震災被災地の情報通信設備の復旧・復興

２．ＩＰ・ソリューション事業の拡大２．ＩＰ・ソリューション事業の拡大

３． 「開拓型営業」組織の新設及び東北全県への展開３． 「開拓型営業」組織の新設及び東北全県への展開

４．モバイル事業の売上拡大及び効率的工事体制の構築４．モバイル事業の売上拡大及び効率的工事体制の構築

５．環境ビジネス分野の売上拡大５．環境ビジネス分野の売上拡大

６．事業運営体制の徹底した効率化と成長分野への事業強化の推進６．事業運営体制の徹底した効率化と成長分野への事業強化の推進

（経営リソース）
・東北全域の事業拠点
・情報通信の高度な技術者群
・多様な工事実績とノウハウの蓄積

（経営リソース）
・東北全域の事業拠点
・情報通信の高度な技術者群
・多様な工事実績とノウハウの蓄積

・被災地の復旧・復興を最重点課題
・マルチスキル化による「ワンストップ工事」の実現

・被災地の復旧・復興を最重点課題
・マルチスキル化による「ワンストップ工事」の実現エンジニアリング事業エンジニアリング事業

・多様化する宅内・オフィスビジネス分野の事業強化
・地域情報化ソリューションへの貢献

・多様化する宅内・オフィスビジネス分野の事業強化
・地域情報化ソリューションへの貢献ソリューション事業ソリューション事業

第３．９世代（ＬＴＥ、モバイルＷｉＭＡＸ）の展開

H22年度

情報通信基盤の
構築完了

（第３次中期経営計画）
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定
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（第２次中期経営計画）

ＩＣＴ利活用／サービス・ソリューションの展開
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